
長野県外国人政策検討懇談会（第１回）

資料１ 県内の在住外国人の状況及び多文化共生
施策の取組状況



2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

在留外国人数【①】 31,620 31,789 32,743 33,518 35,637 37,845 37,752 36,656 38,384 41,540 44,834

県総人口【②】 2,109,753 2,098,406 2,089,566 2,077,683 2,065,369 2,051,741 2,037,228 2,035,610 2,023,201 2,007,682 1,991,388

割合【①/②】 1.5 1.5 1.6 1.6 1.7 1.8 1.9 1.8 1.9 2.1 2.3
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長野県の総人口及び外国人数の推移

• 長野県内の在留外国人数は、令和６年(2024年)６月末時点で44,834人（前年比＋3,294人、
7.9％増）で、10年前と比較して約1.4倍に増加。

• 県総人口は減少する一方で、外国人数は増加しているため、総人口に占める割合は増加傾向にあり、
令和６年(2024年)６月末時点で、約2.3％（10年前と比較して＋0.8％）を占めている。
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（人）

※法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点
（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）

（％）

※長野県毎月人口動態調査 各年7月1日時点
（https://www.pref.nagano.lg.jp/tokei/tyousa/jinkou.html）



長野県の外国人に関する基礎データ（全国との比較）

※在留外国人数：法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）
都道府県別の総人口：総務省統計局 人口推計 令和６年（2024年）10月1日現在 （https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2024np/index.html）

• 本県の在留外国人数は、令和６年(2024年)６月末時点で、全国18番目。

• また本県は、全国と比較して、身分系在留資格者※の割合が49％(同率5番目)と比較的高い。
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身分系【②】 就労系＋その他 身分系(②) 就労系＋その他

1 東京都 701,955 5.0% 245,319 456,636 35% 25 山梨県 22,547 2.9% 10,162 12,385 45%

2 愛知県 321,041 4.3% 164,114 156,927 51% 26 新潟県 22,139 1.1% 7,301 14,838 33%

3 大阪府 317,421 3.6% 84,115 233,306 26% 27 山口県 20,649 1.6% 3,989 16,660 19%

4 神奈川県 280,020 3.0% 129,066 150,954 46% 28 石川県 20,234 1.8% 5,479 14,755 27%

5 埼玉県 249,327 3.4% 105,698 143,629 42% 29 大分県 18,954 1.7% 3,119 15,835 16%

6 千葉県 219,131 3.5% 86,109 133,022 39% 30 福井県 18,937 2.6% 8,220 10,717 43%

7 兵庫県 137,044 2.6% 38,869 98,175 28% 31 福島県 18,936 1.1% 6,557 12,379 35%

8 静岡県 120,314 2.1% 70,697 49,617 59% 32 香川県 18,415 2.1% 4,661 13,754 25%

9 福岡県 105,049 3.0% 23,529 81,520 22% 33 奈良県 18,320 1.4% 5,082 13,238 28%

10 茨城県 97,038 3.5% 35,047 61,991 36% 34 愛媛県 17,439 1.4% 3,101 14,338 18%

11 京都府 79,617 3.2% 14,992 64,625 19% 35 鹿児島県 17,358 1.1% 3,693 13,665 21%

12 群馬県 79,470 4.2% 37,619 41,851 47% 36 長崎県 14,277 1.1% 2,726 11,551 19%

13 岐阜県 71,617 3.7% 35,131 36,486 49% 37 島根県 10,686 1.7% 5,621 5,065 53%

14 三重県 66,509 3.9% 33,267 33,242 50% 38 岩手県 10,644 0.9% 2,652 7,992 25%

15 広島県 64,419 2.4% 19,714 44,705 31% 39 宮崎県 10,494 1.0% 1,812 8,682 17%

16 北海道 60,273 1.2% 9,547 50,726 16% 40 佐賀県 10,378 1.3% 1,714 8,664 17%

17 栃木県 54,493 2.9% 22,327 32,166 41% 41 山形県 10,058 1.0% 3,781 6,277 38%

18 長野県 44,834 2.3% 21,837 22,997 49% 42 和歌山県 9,572 1.1% 2,821 6,751 29%

19 滋賀県 41,490 3.0% 18,598 22,892 45% 43 徳島県 8,321 1.2% 1,976 6,345 24%

20 岡山県 37,129 2.0% 8,123 29,006 22% 44 青森県 8,045 0.7% 1,769 6,276 22%

21 宮城県 28,330 1.3% 7,308 21,022 26% 45 高知県 6,379 1.0% 1,401 4,978 22%

22 熊本県 27,407 1.6% 4,836 22,571 18% 46 鳥取県 5,864 1.1% 1,416 4,448 24%

23 沖縄県 26,996 1.8% 9,444 17,552 35% 47 秋田県 5,571 0.6% 1,655 3,916 30%

24 富山県 23,382 2.3% 9,217 14,165 39% - 未定・不詳 10,433 984 9,449 9%

都道府県
在留外国人数

(①)

総数内訳 身分系割合

(②／①)
順位 都道府県

在留外国人数

【①】

総数内訳 身分系割合

【②/①】
順位

総人口に占める①

の割合

総人口に占める①

の割合

※身分系在留資格者：永住者、定住者、
日本人の配偶者等、永住者の配偶者等
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長野県の外国人に関する基礎データ（近年の増加・将来予測）

• 本県のコロナ禍明けの2022年６月末～2024年
６月末の平均増加数は、１年あたり3,225人

• 同期間の平均増加数に基づき、今後、年3,225人
ずつ在留外国人が増加したと仮定すると、以下の
グラフの結果となる。

2022年６月末 2023年６月末 2024年６月末

県内の
在留外国人数
（人）

38,384 41,450 44,834

対前年増加数
（人）

ー 3,066 3,384

対前年増加率
（％）

ー 8.0 8.2

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2024年
44,834人【①】

2030年
64,184人【②】

（②/①＝約1.4倍）

2040年
96,434人【③】

（③/①＝約2.2倍）

2050年
128,684人【④】

（④/①＝約2.9倍）

（人）

（年）

※法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点
（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）

※2024年以降が予測値

長野県内の在留外国人数の将来予測



中国
8,456
19%

ベトナム
7,136
16%

フィリピン
5,488
12%

ブラジル
4,858
11%

インドネシア
3,911
9%

韓国
3,069
7%

タイ
2,654
6%

ネパール
1,393
3%

ミャンマー
1,022
2%

台湾
785
2% その他

6,062
13%

長野県の外国人に関する基礎データ（国・地域別）

• 平成26年(2014年)には、中国、ブラジル、フィリピン、韓国・朝鮮、タイで約８割を占めていたが、近年ベトナム、
インドネシアを筆頭に、アジア諸国が増加傾向にある。

• その他の割合が増加していることから、多国籍化が進んでいることも伺える。
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中国
10,313 
33%

ブラジル
5,397 
17%

フィリピン
4,256 
13%

韓国・朝鮮
4,055 
13%

タイ
2,097 
7%

ベトナム
938 
3%

インドネシア
716 
2%

台湾
542 
2%

米国
539 
2%

ペルー
509 
1%

その他
2,258 
7%

※法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点
（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）

【現在】
令和６年(2024年)6月末

【10年前】
平成26年(2014年)6月末

合計
44,834人

合計
31,620人

※現在は、「韓国・朝鮮」は「韓国」と「朝鮮」で分けて区分



永住者
14,197 
32%

技能実習（１
号～３号）

6,829 
15%

特定技
能（１
号・２
号）

5,431 
12%

定住者
3,812 
9%

日本人の
配偶者等
3,311 
7%

技術・人文知識・
国際業務
3,008 
7%

特別永住者
1,818 
4%

留学
1,741 
4%

その他
4,687 
10%

長野県の外国人に関する基礎データ（在留資格別）

• 在留資格別では、永住者や定住者など身分に基づく在留資格者が大半を占めてきたが、近年、技能実習や
特定技能、技術・人文知識・国際業務などが増加している。

• また本県の特徴として、冬季は特定活動が一時的に増加する傾向にある。（冬季リゾート地での就労による）
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永住者
12,803 
40%

技能実習
（1号～3
号）

4,185 
13%

日本人の配偶
者等

4,012 
13%

定住者
3,913 
12%

特別永住者
2,498 
8%

留学
1,168 
4%

家族滞在
835 
3%

永住者の配偶者等
423 
1% その他

1,783 
6%

※法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点
（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）

合計
44,834人

合計
31,620人

【現在】
令和６年(2024年)6月末

【10年前】
平成26年(2014年)6月末



10代以下
4,175 
13%

20代
6,997 
22%

30代
7,084 
22%

40代
6,876 
22%

50代
4,018 
13%

60代
1,626 
5%

70代
599 
2%

80代以上
245 
1%

長野県の外国人に関する基礎データ（年代別）
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10代以下
4,141 
9%

20代
13,568 
30%

30代
8,888 
20%

40代
6,610 
15%

50代
6,363 
14%

60代
3,521 
8%

70代
1,304 
3%

80代以上
439 
1%

合計
44,834人

※法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点
（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）

合計
31,620人

• 平成26年(2014年)から令和６年(2024年)の10年間で、50代以上の占める割合が増加しており、
外国人においても高齢化が始まりつつあることが伺える。

• また、40代以下の世代では、20代の増加が著しく、10年間で約２倍に増加している。

【現在】
令和６年(2024年)6月末

【10年前】
平成26年(2014年)6月末
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長野県の外国人に関する基礎データ（市町村別）

広域 市町村
外国人数

（市町村）【①】

総人口

（市町村）【②】

外国人の割合（市

町村）【①/②】

外国人数・割合

（広域）
広域 市町村

外国人数

（市町村）【①】

総人口

（市町村）【②】

外国人の割合（市

町村）【①/②】

外国人数・割合

（広域）

小諸市 1,160 40,421 2.9 上松町 104 3,820 2.7

佐久市 1,566 96,994 1.6 南木曽町 38 3,610 1.1

小海町 186 4,122 4.5 木祖村 22 2,436 0.9

川上村 1,252 4,563 27.4 王滝村 11 648 1.7

南牧村 649 3,303 19.6 大桑村 61 3,103 2.0

南相木村 19 904 2.1 木曽町 150 9,795 1.5

北相木村 34 699 4.9 松本市 4,576 237,558 1.9

佐久穂町 104 9,729 1.1 塩尻市 1,508 65,862 2.3

軽井沢町 829 19,921 4.2 安曇野市 1,600 92,922 1.7

御代田町 546 16,433 3.3 麻績村 17 2,325 0.7

立科町 147 6,226 2.4 生坂村 14 1,550 0.9

上田市 4,607 150,228 3.1 山形村 239 8,269 2.9

東御市 708 29,180 2.4 朝日村 59 4,078 1.4

青木村 54 3,888 1.4 筑北村 35 3,806 0.9

長和町 62 5,241 1.2 大町市 682 24,563 2.8

岡谷市 947 45,551 2.1 池田町 98 8,832 1.1

諏訪市 1,561 47,141 3.3 松川村 160 9,478 1.7

茅野市 1,203 55,171 2.2 白馬村 826 8,386 9.8

下諏訪町 345 18,136 1.9 小谷村 131 2,499 5.2

富士見町 374 13,841 2.7 長野市 4,622 362,057 1.3

原村 215 7,720 2.8 須坂市 836 48,580 1.7

伊那市 1,969 63,875 3.1 千曲市 1,036 57,614 1.8

駒ヶ根市 835 31,173 2.7 坂城町 632 13,207 4.8

辰野町 468 17,502 2.7 小布施町 86 10,645 0.8

箕輪町 805 24,454 3.3 高山村 119 6,190 1.9

飯島町 294 8,580 3.4 信濃町 173 7,272 2.4

南箕輪村 392 16,201 2.4 小川村 21 2,064 1.0

中川村 75 4,449 1.7 飯綱町 50 9,694 0.5

宮田村 364 8,375 4.3 中野市 952 40,585 2.3

飯田市 2,356 93,758 2.5 飯山市 270 18,058 1.5

松川町 188 12,063 1.6 山ノ内町 311 10,530 3.0

高森町 241 12,509 1.9 木島平村 54 4,067 1.3

阿南町 69 3,866 1.8 野沢温泉村 182 3,046 6.0

阿智村 181 5,729 3.2 栄村 25 1,492 1.7

平谷村 3 373 0.8 44,834 1,991,388 2.3 44,834

根羽村 21 792 2.7

下條村 36 3,306 1.1

売木村 4 497 0.8

天龍村 14 1,014 1.4

泰阜村 23 1,395 1.6

喬木村 64 5,617 1.1

豊丘村 154 6,223 2.5

大鹿村 10 912 1.1

1,794

（4.0％）

7,575

（16.9％）

1,897

（4.2％）

8,048

（18.0％）

386

（0.9％）

長野

北信

合計

諏訪

上伊那

南信州

4,645

（10.3％）

5,202

（11.6％）

3,364

（7.5%）

佐久

上田

木曽

松本

北アルプス

6,492

（14.5％）

5,431

（12.1％）

•市町村別で比較すると、0.5％～27.4％と、在留外国人の割合に差がある。

•南牧村や川上村は、在留外国人の割合が10％を大きく超えており、全国的にも割合
が高い地域である。

※在留外国人数：法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）６月末時点
（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_tourok
u.html）

※総人口：長野県 毎月人口異動調査 令和６年（2024年）７月1日時点
（https://www.pref.nagano.lg.jp/tokei/tyousa/jinkou.html）

０％以上１%未満

１％以上２%未満

２％以上３%未満

３％以上５%未満

５％以上10%未満

10％以上
市町村別の在留外国人の割合

※統計の都合上、総人口の合計と、実際の市町村別の合計が一致しない。



長野県多文化共生推進指針2020

《国への要望》 多文化共生に係る基本法の制定

【基本目標】 共に学び、共に創る しんしゅう多文化共生新時代「長野県多文化共生推進指針2020」の策定について

日本語や
文化を

学べる場所
が増える

安心して
病院に
行くことが
できる

すべての
外国人児童生徒が
日本語教育を
受けられる

安心して
働くことが
できる

みんなが
「やさしい日本語」に

ついて
知ってる使ってる

いろいろな
言葉で

情報が提供
されている

災害が
起きたら

どうすればいいか
知っている

誰でもどこでも
活躍できる

多文化共生に
取り組むところが
たくさんある

地域での
交流がどんどん

増える

困った時に
相談できる

支援や交流のために活動する
ボランティア・地域住民が増える

住むところに
困らない

地域活動に積極的に
参加する外国人が増える

地域の担い手
が増える

誰もが活躍でき
地域が

元気になる

○日本語教室がある

市町村

・３１市町村

○日本語教室の主催者

・約６割はﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

多文化共生推進体制の整備（多様な主体との連携・協働体制の構築）

20・ 多言語化の推進
21・ 翻訳・通訳者の紹介、派遣

22・ 多言語相談窓口の充実
23・ 市町村への支援

24・ 就労のための日本語学習の支援
25・ 職場内共生の推進
26・ 外国人が働きやすい就労環境整備
27・ 労働・雇用に関する相談体制の充実

28・ 医療受診体制づくりの促進
29・ 保健・福祉・介護分野での支援
30・ 住宅確保のための環境整備
31・ 防災知識の普及、災害対策の充実

○多文化共生施策を

実施している市町村

・４５市町村

しんしゅう多文化共生新時代で目指す社会

１・ 多文化共生モデル地域からの情報発信
２・ 多文化共生意識の浸透
３・ 外国人に関する人権教育や啓発

４・ 支援や交流のために活動するボランティアの確保
５・ 地域における多文化理解の推進
６・ 交流活動の支援・連携・協働の実施

７・ グローバル人材・留学生等の活躍支援
８・ 活躍している外国人・団体のPR
９・ 地域活動への参加の促進

多様性を活かした
持続可能な
地域づくり

10・ 外国人児童生徒等の日本語教育の充実
11・ 不就学を防ぐ取組、就学機会の確保
12・ 就学・進学・就職への支援
13・ 多文化共生の視点に立った教育の充実

14・ 地域における日本語教育の支援
15・ 地域における日本語教育の担い手の養成
16・ 日本語教育等人材バンクの設立

17・ 地域への普及
18・ 学校への普及
19・ 事業者への普及

誰もが
暮らしやすい
地域づくり

○外国人が求めていること

①多言語での情報提供、
相談体制の充実

②日本語の学習支援
③労働環境の改善
④医療・保健・福祉施策
の充実

１ 主な現状と課題 ２ 施策の方向性 ３ 課題の解決に向けて取組む施策

ま
ず
、
大
事

相
互
理
解
に
必
要

意
識
づ
く
り
・地
域
づ
く
り

学びと
コミュニケーション
による地域づくり

多文化共生モデル
地域の創出と発信

地域住民の自主的・
主体的活動の推進

外国人等の
活躍・交流活動の推進

外国人児童生徒等の
日本語教育の充実

地域における
日本語教育の充実

「やさしい日本語」の普及

情報の多言語化

相談体制の充実

労働環境の整備

生活支援
（医療・住宅・防災等）

施策目標 施策の柱 主な施策

〇施策を進める根拠法令

がない

指針の方向性
外国人への生活支援を基礎としつつ、
外国人と共に学び、共に活躍できる地域を創る

[新 指針]
(平成27年３月策定)

○ 関係機関の連携が弱い

(令和２年３月策定)

[旧 指針] 主に外国人への生活支援
県民文化部文化政策課
多文化共生・パスポート室

8

•平成27年３月に「長野県多文化共生推進指針」、令和２年（2020年）に新たに「長野県多文化共生推進指針2020」を策定。
•方向性は以前の生活支援から、共に活躍する社会を目指すことを軸にし、基本目標は「共に学び、共に創る しんしゅう多文化共生新時代」とした。
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長野県における多文化共生に関する取組

「長野県多文化共生推進指針2020」に基づく令和７年度の主な取組

１. 多様性を活かした持続可能な地域づくり

2. 学びとコミュニケーションによる地域づくり

3. 誰もが暮らしやすい地域づくり

多文化共生モデル地域の創出と発信

地域における日本語教育の充実

「やさしい日本語」の普及

労働環境の整備

相談体制の充実

情報の多言語化

生活支援（医療・住宅・防災等）

地域住民の自主的・主体的活動の推進

外国人等の活躍・交流活動の推進

• 多文化共生モデル地域からの情報発信【長野県地域日本語教育の体制づくり事業】

• 多文化共生意識の浸透【多文化共生推進月間】

• 医療受診体制づくりの促進【外国人県民のための医療通訳体制整備事業】、
【外国籍県民医療のための問診票】

• 防災知識の普及、災害対策の充実【 新 災害時通訳翻訳ボランティアの養成】

• 就労のための日本語学習の支援【外国人介護福祉士候補者受入施設学習支
援事業】【しんしゅう日本語教育等人材バンク（再掲）】

• 職場内共生の推進／外国人が働きやすい就労環境整備【外国人の就業促進
事業（再掲）】

• 多言語相談窓口の設置／市町村への支援【長野県多文化共生相談センター設
置事業】

• 多言語化の推進【県ホームページの多言語翻訳機能による情報発信】、【母国語
情報提供事業】

• 翻訳・通訳者の紹介・派遣（（公財）長野県国際化協会）／【ヤングケアラー
外国語対応通訳派遣事業】

• 地域／学校／事業者への普及【研修会・県政出前講座等】

• 地域における日本語教育の担い手の養成【長野県地域日本語教育の体制づくり
事業〔再掲〕】

• 日本語教育人材の紹介・マッチング【しんしゅう日本語教育等人材バンク】

• 外国人児童生徒等の日本語教育の充実
【外国人子女等日本語指導対応加配】、【日本語が不自由な生徒のための高校
生活支援事業】、【外国人生徒指導支援加配】、【日本語学習コーディネーター配置
事業（（公財）長野県国際化協会）】

• 就学・進学・就職への支援【外国人児童就学支援事業（（公財）長野県国際
化協会）】

• 支援や交流のために活動するボランティアの確保

• 地域における多文化理解の促進【国際交流員の設置】

• 交流活動の支援・連携・共同の実施【中国・中南米との青年交流事業】、【中国大
学生インターンシップ活用事業】、【（公財）長野県国際化協会運営補助事業】

• 地域における日本語教育の支援【長野県地域日本語教育の体制づくり事業】
【 新 はじめての日本語オンライン教室事業】

• グローバル人材・留学生等の活躍支援【信州産学官連携インターンシップ事業】、
【外国人の就業促進事業】

※太字黄線：施策目標、太字下線部：施策の柱

4. その他

• 新 長野県外国人政策検討懇談会、長野県多文化共生推進本部の設置

外国人児童生徒等の日本語教育の充実



地域日本語教育
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• 「人材連携型教室※」の普及

※「コーディネーター、日本語教師、日本語交流員等が連携し、生活に必要な日

本語、日本文化、生活習慣等を学ぶ機会を提供するとともに、地域との交流や

つがりも提供する教室」

• 総括コーディネーター、地域日本語教育コーディネーターの配置

• 日本語交流員の養成研修の実施

• 日本語教師を対象とした研修会の実施

【その他日本語教育関係の取組み】

・人材連携型教室を設置し、多文化共生に積極的に

取り組む市町村を「モデル地域」として設定

・人材連携型教室に、県から運営費用の一部補助と

人材を派遣して取組を支援

これまでの実績

長野県における多文化共生に関する取組（主なもの）

【日本語教師】
日本語の指導

教室外

【コーディネーター】
シラバス作成、

教室内外の関係者との調整

【自治体】
会場の確保、
学習者の募集等

【日本語交流員等】
日本語学習や
交流活動のサポート

【外国人学習者】

【県内の日本語教室の状況】 ※県民政策課調べ（公設・民設問わず）

【県の施策】

• 多文化共生モデル地域の展開

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

教室のある市町村数 33 35 35 34 34

長野市、松本市、上田市、佐久市、安曇野市、

伊那市、駒ヶ根市（７市）



地域日本語教育
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• 令和２年(2020年)７月に「しんしゅう日本語教育等人材
バンク」を創設

日本語教師、日本語交流員等の人材に登録いただき、人材を
必要とする、行政や企業等とのマッチングを実施

令和６年度の利用実績

長野県における多文化共生に関する取組（主なもの）

医療通訳

• 令和６年(2024年)７月に「長野県医療通訳コールセン
ター」を開設

【県民政策課】

登録者数

登録 しんしゅう
日本語教育等
人材バンク

日本語教育
人材等

紹介依頼
機関等

HPでバンクの
情報を公開

日本語教育
人材等を

必要としている

依頼

打診 紹介

当日に向けた調整・実施

日本語教育に
関して提供できる
スキル等がある

＊日本語教育機関・
教室は情報提供のみ

報告

208件（令和６年７月16日～令和７年３月31日）

利用区分 件数

診察等 86

予約・簡単な
問合せ

70

窓口受付・会
計等

22

その他 30

計 208

方法
電話通訳
※３者通話対応

利用料
無料
※通話料は発信者負担

対応時間 24時間

対応言語

22言語（英語、中国語、ポ
ルトガル語、ベトナム語、タイ
語、タガログ語、インドネシア語、
韓国語等）

R2 R3 R4 R5 R6 合計

紹介依頼件数 ０ ５ ５ 10 ８ 28

紹介件数 ０ ５ ３ ６ ６ 20

対応言語 件数

英語 68

ポルトガル語 50

中国語 41

ベトナム語 19

その他 30

計 208

134名（令和７年５月15日時点）

紹介実績



長野県における多文化共生に関する取組（主なもの）
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相談窓口

【県内市町村の外国人相談窓口の設置状況】 ※県民政策課調べ

【県の施策】

•令和元年10月に「長野県多文化共生相談センター」を設置

（件）

2,058 2,196 
1,937 

1,613 
1,782 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R2 R3 R4 R5 R6

• 県及び市町村の相談員を対象とした
相談対応研修会の実施

• 市町村への出張相談会の実施

• 県弁護士会との協定により、初回の
弁護士相談について無料で対応

区分 件数

入管手続 655

通訳・翻訳 168

身分関係・結婚・
離婚・DV等

148

雇用・労働 67

社会保障・年金 47

その他一般 541

その他分野の計 156

計 1,782

令和６年度の主な相談内容

センターの主な取組

職員数

６名（センター長、母語相談員）
（中国語、ポルトガル語、タガログ語、
タイ語、英語、インドネシア語、
ベトナム語）

開設日時

第１・３水曜日を
除く平日
第１・３土曜日
各日10時～18時

対応言語
15言語以上（母語相談員以外の言語
は電話通訳等）

所在地
長野市
もんぜんぷら座３階

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

設置市町村数 22 21 21 21 21

相談件数の推移

（年度）


